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厚生科学研究費補助金（慢性の痛み対策 研究事業） 
平成23年度～平成25年度 分担研究報告書 

 

｢痛み｣に関する教育と情報提供システムの構築に関する研究 

分担研究課題：痛みに関する情報を統合する機関の整備と広報活動 

研究分担者 池本竜則 

愛知医科大学 運動療育センター 助教 

 

研究要旨 
2010 年、厚生労働省から発表された「今後の慢性の痛み対策についての提言」に記載されている
ように、慢性の痛みは分子レベルの問題から社会の影響まで様々な要因が複雑に影響しており、社
会的にみても痛みの治療体系を統一化することは困難であるため、痛み診療を行うための教育の重要性
が指摘されている。そこで「痛みに関する正しい情報を統合する機関」の要件として、痛みに関して信
頼されうる学術情報を集約可能かつ、市民への情報発信も可能な機関であることが必要であると考えら
れる。分担研究者らは、上記の目的と一致する痛み関連のNPO法人を設立した経緯があり、NPO法人「い
たみ医学研究情報センター」において、慢性疼痛について科学的根拠に基づいた情報を発信できる機関
を整備し、またこれを母体として、同時進行で行われている他の厚生労働省慢性の痛み対策研究班とも
連携し、慢性疼痛に関する情報の集約体制を整えることとした。更に並行して、主研究により作成され
た「痛みの教育資材」を基に、「一般市民への教育」と「医療者への教育」について、正しい痛みの知
識を普及させる活動を行った。本研究期間内（平成23年度～25年度）において、一般市民を対象とした
市民公開講座を10回、また医療者を対象とした慢性の痛みに関するワークショップを3回開催した。市
民公開講座では、正しい痛みの知識の普及と同時に、痛みを持つ人に対して、痛み診療の現状について
のアンケート調査を行った。その結果、長期間の痛みを持つ群では、痛みそのものが強くなる傾向が認
められ、また長期間強い痛みをもつ群では、多くの治療手段を要する現状が示された。また医療者研修
会においては、最終年度の会で理解度試験を行い、研修成果として慢性の痛みに関する知識の向上が確
認された。これらの取り組みを通じて、今後も正しい痛み情報の教育・普及活動の継続が重要であると
思われた。 

 

A．目的 

高齢化社会に伴い増加する筋・骨格系の運動器変性

疾患では、患者の痛みを取り除くことが本医療分野に

おける大きな命題の一つである。しかし、痛みは心も

含めた個人の感情にも依存することが知られており、

手術などの侵襲的治療にもかかわらず慢性的な痛みが

残存することも多い。近年、厚生労働省から発表され

た「今後の慢性の痛み対策についての提言」に記載

されているように、慢性の痛みは分子レベルの問題

から社会の影響まで様々な要因が複雑に影響して

おり、このような「慢性疼痛」の全人的治療法は、本

邦では確立されていない。痛みの診療状況に対して米

国ミシガン州で行われた調査では、医師の約30％の人

が正規の痛み教育を受けていないことが判明しており、

痛みの治療自体が統一されていないことが問題点とし

てあげられ、痛み診療の教育の重要性が指摘されてい

る 1)。本主研究は、痛み診療の教育のための情報シス

テムの構築であるが、システムとしてなんらかの母体

が必要となる。そこで本研究は、その母体として「痛

みに関する正しい情報を統合する機関」の役割を担う

組織として、「医療者への教育」と「一般国民への教

育」の資材を発信でき、慢性痛の信頼できる情報が集

約された NPO 法人「いたみ医学研究情報センター」の

組織づくりを行った。また並行して、主研究により作

成された「痛みの教育資材」を元に、「医療者への教

育」と「一般市民への教育」について、正しい痛みの

知識を普及させる活動を行うこととした。 
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織作り 

 厚生労働省慢性の痛み対策研究班に
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D．考察 

米国ワシントン大学の Loser 博士は、現在の「慢性

的な痛み」に対する診療の問題点として、除痛治療ア

ウトカムの信頼性低さや、治療を行う医療者側の知識

不足及び不十分な医学教育を、また慢性疼痛患者のオ

ピオイド薬への耽溺性を提唱している 2)。つまり、「慢

性疼痛を診療する医療システムの構築」のためには、

その前提として「医療者への教育」と「一般国民への

教育」が不可欠であると考えられる。「痛み」及び「情

報」を検索ワードとした Web 情報は溢れており、病院

や様々な商品広告が多くみられるが、医療者ですら十

分な痛み診療の教育がなされていない現状では、一般

市民がそのニーズを抽出する能力「痛みの情報リテラ

シー」は不十分であると考えられる。今回 3 年間の研

究期間内において、その研究の目的の一つである「痛

みに関する情報を統合する機関」の整備に関しては、

他の厚生労働省慢性の痛み対策研究班と意思疎通を図

ることにより、それらの情報を統合可能な機関として

の整備が整ってきたと思われる。今後は、本組織体制

を、より信頼されうるものとして継続して運営してい

くことが重要である。 

一方で、慢性疼痛への治療法は多岐にわたっており、

医師が個人レベルで行われていることが問題点として

あげられているが、その対応策として、ノルウェーで

は、オピオイドやベンゾジアゼピンなど痛み治療にお

ける耽溺性に関する薬の使用は、すべて処方歴の登録

が行われていたり、またカナダのケベックでは、慢性

疼痛に対する治療に対して、受診する患者の過去の治

療歴、質問紙法や、新しい治療のアウトカムに至るま

でデータベース化し解析するような取り組みが行われ

ている。本研究期間内に開催した市民公開講座のアン

ケート調査結果をみても、内服・注射治療は痛みの治

療手段としてなくてはならないものであると考えられ、

各薬剤の使用状況については今後も注意深くフォロー

する必要があるものと考えられる。 

今後は NPO 法人を慢性痛情報の主要機関として活用

し、「一般市民」及び「医療者」に対して、定期的に、

市民公開講座や医療者研修会の開催していくこと及び、

正しい痛み情報のUp to dateと統合を行うことで、よ

り一層信頼性の高い痛みの教育の普及活動を行ってい

く予定である。 
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